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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第132期

第２四半期連結
累計期間

第133期
第２四半期連結
累計期間

第132期

会計期間

自2020年
　４月１日
至2020年
　９月30日

自2021年
　４月１日
至2021年
　９月30日

自2020年
　４月１日
至2021年
　３月31日

営業収益 （百万円） 19,159 17,136 43,490

経常利益 （百万円） 113 1,323 941

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（百万円） 32 1,040 422

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 253 978 1,644

純資産額 （百万円） 41,443 42,430 41,842

総資産額 （百万円） 96,606 95,837 99,605

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 1.44 46.85 19.03

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 41.8 44.3 42.0

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △939 5,084 2,020

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,478 △4,985 △4,454

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △426 △1,662 △597

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 6,144 4,393 5,957

 

回次
第132期

第２四半期連結
会計期間

第133期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自2020年
　７月１日
至2020年
　９月30日

自2021年
　７月１日
至2021年
　９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 27.27 37.34

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しており、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しておりま

せん。

２．「潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

　　期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（1）経営成績

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の流行再拡大による緊急事態宣

言等の発出により、「移動」や「消費」といった社会経済活動が引き続き抑制されるなど、景気は依然として厳

しい状況で推移いたしました。

当第２四半期連結累計期間の経営成績は、営業収益は17,136百万円（前年同期営業収益は19,159百万円）とな

り、営業利益は1,170百万円（前年同期営業損失は59百万円）、経常利益は1,323百万円（前年同期経常利益は113

百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,040百万円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純利益は32

百万円）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間

の期首から適用しており、財政状態及び経営成績に影響を及ぼしております。そのため、経営成績に関する説明

においては、対前年同期増減率を記載しておりません。詳細については、「第４　経理の状況　１　四半期連結

財務諸表　注記事項　（会計方針の変更）」をご参照ください。

 

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりとなります。

 

①運輸業

　鉄道事業におきましては、前年よりも出控えによる影響が小さかったことや、沿線学校の臨時休校が実施されな

かったことから増収となりました。

　また、バス事業におきましても同様の要因により一般乗合路線の旅客が増加したほか、神戸市バスの一部系統の

運行・車両整備およびその管理などの受託により増収となりました。

　運輸業全体では、外部顧客に対する営業収益は7,844百万円（前年同期営業収益は7,293百万円）となり、営業損

失は428百万円（前年同期営業損失は1,186百万円）となりました。

 

②流通業

　百貨店業におきましては、一部売場の臨時休業や時短営業を行ったものの、前年よりも実施期間が短かったこと

などから、来店客数の回復が見られました。しかしながら、収益認識に関する会計基準等の適用により、減収とな

りました。コンビニエンスストア業におきましては、鉄道利用のお客さまが増加したことに伴い、駅ナカ店舗を中

心に増収となりました。

　流通業全体では、外部顧客に対する営業収益は3,942百万円（前年同期営業収益は7,639百万円）となり、営業損

失は27百万円（前年同期営業損失は78百万円）となりました。

 

③不動産業

　分譲事業におきましては、大阪府守口市における「レジデンス大日ステーションプレミア」や加古川市での「リ

アラス東加古川」の引渡しや一部保有土地の売却により増収となりました。賃貸事業では、前期に取得した大阪市

西区の「エス・キュート京町堀」の収入が寄与し、増収となりました。

　不動産業全体では、外部顧客に対する営業収益は3,700百万円（前年同期営業収益は2,654百万円）となり、営業

利益は1,475百万円（前年同期営業利益は1,099百万円）となりました。
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④レジャー・サービス業

　飲食業におきましては、前年にミスタードーナツの一部店舗で改装工事に伴う休業があったことや、ケンタッ

キー・フライド・チキンの各店舗において引き続きテイクアウト需要が高水準で推移したこと等により増収となり

ました。スポーツ業におきましては、ゴルフ練習場「サン神戸ゴルフガーデン」の利用者が増加したことにより増

収となりました。

　レジャー・サービス業全体では、外部顧客に対する営業収益は984百万円（前年同期営業収益は890百万円）とな

り,営業利益は72百万円（前年同期営業利益は38百万円）となりました。

 

⑤その他の事業

　各種工事業におきましては、工事受注の規模の差などにより減収となりました。

　外部顧客に対する営業収益は664百万円（前年同期営業収益は680百万円）、営業利益は82百万円（前年同期営業

利益は42百万円）となりました。

 

(2）財政状態に関する説明

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて3,768百万円減少し、95,837百万円となり

ました。また、純資産は前連結会計年度末に比べて587百万円増加し、42,430百万円となり、自己資本比率は

44.3％となりました。増減の主な内訳は、資産の部では現金及び預金が1,563百万円、建物及び構築物が863百万

円、それぞれ減少しております。負債の部では支払手形及び買掛金が4,307百万円、短期借入金が893百万円、それ

ぞれ減少しております。純資産の部では、利益剰余金が651百万円増加しております。

 

(3）キャッシュ・フロー

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、有形固定資産の取得や長

期借入金の返済による支出等により、前連結会計年度末に比べ1,563百万円減少し、4,393百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、仕入債務の減少等があったものの、税金等調整前四半期純利益、減価償却費の

計上等があり5,084百万円となり、前年同四半期に比べ6,024百万円の増加となりました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により支出した資金は、長期前受工事負担金の受入による収入等があったものの、設備投資による有形

固定資産の取得による支出等により4,985百万円となり、前年同四半期に比べ3,506百万円の増加となりました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により支出した資金は、長期借入金の返済による支出等により1,662百万円となり、前年同四半期に比

べ1,236百万円の増加となりました。

 

(4)重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5)経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

 

(7）研究開発活動

該当事項はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 48,000,000

計 48,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年11月15日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,330,598 22,330,598
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 22,330,598 22,330,598 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2021年７月１日～

2021年９月30日
－ 22,330,598 － 10,090 － 2,522
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（５）【大株主の状況】

  2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

阪神電気鉄道株式会社 大阪市福島区海老江１丁目１番24号 3,880 17.46

関電不動産開発株式会社 大阪市北区中之島３丁目３番23号 1,121 5.05

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,107 4.99

株式会社三井住友銀行

 

東京都千代田区丸の内１丁目１番２号

 
620 2.79

みずほ信託銀行株式会社

退職給付信託 川崎重工業口

再信託受託者 株式会社

日本カストディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８番12号 272 1.23

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社

（退職給付信託神姫バス口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 260 1.17

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４番１号 246 1.11

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１丁目３番１号 220 0.99

モロゾフ株式会社
神戸市東灘区御影本町６丁目

11番19号
207 0.93

兵庫県信用農業協同組合連合会 神戸市中央区海岸通１丁目 200 0.90

計 － 8,135 36.62

（注）１．所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。

２．みずほ信託銀行株式会社 退職給付信託 川崎重工業口 再信託受託者 株式会社日本カストディ銀行の持株数

272千株は、川崎重工業株式会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託神姫バス口）の持株数260千株は、神姫バス株式

会社が保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2021年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己所有株式）

－ －
普通株式 110,800

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,135,000 221,350 －

単元未満株式 普通株式 84,798 － 1単元（100株）未満

発行済株式総数  22,330,598 － －

総株主の議決権  － 221,350 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。

　　　また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己所有株式）

山陽電気鉄道株式会社

神戸市長田区御屋敷通

３丁目１番１号
110,800 - 110,800 0.50

計 － 110,800 - 110,800 0.50

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から

2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,035 4,472

受取手形及び売掛金 2,799 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 2,275

商品及び製品 1,017 1,040

分譲土地建物 5,225 4,509

その他 1,975 1,429

貸倒引当金 △2 △3

流動資産合計 17,050 13,724

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 35,770 34,906

機械装置及び運搬具（純額） 11,410 10,869

土地 22,425 22,435

建設仮勘定 1,711 2,574

その他（純額） 846 742

有形固定資産合計 72,165 71,528

無形固定資産 450 598

投資その他の資産   

投資有価証券 5,870 5,847

長期貸付金 56 53

退職給付に係る資産 2,589 2,564

繰延税金資産 179 166

その他 1,258 1,367

貸倒引当金 △15 △14

投資その他の資産合計 9,938 9,984

固定資産合計 82,554 82,112

資産合計 99,605 95,837
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,109 2,801

短期借入金 5,947 5,053

未払法人税等 64 247

賞与引当金 497 487

役員賞与引当金 4 －

商品券等使用引当金 232 －

その他 7,604 8,908

流動負債合計 21,459 17,497

固定負債   

社債 6,000 6,000

長期借入金 24,496 24,077

繰延税金負債 141 115

退職給付に係る負債 1,515 1,533

長期前受工事負担金 413 621

受入敷金保証金 3,410 3,270

その他 326 289

固定負債合計 36,303 35,908

負債合計 57,762 53,406

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,090 10,090

資本剰余金 7,037 7,037

利益剰余金 22,570 23,221

自己株式 △175 △176

株主資本合計 39,522 40,173

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,581 1,565

退職給付に係る調整累計額 738 692

その他の包括利益累計額合計 2,319 2,257

純資産合計 41,842 42,430

負債純資産合計 99,605 95,837
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業収益 19,159 17,136

営業費   

運輸業等営業費及び売上原価 注２ 17,014 注２ 13,632

販売費及び一般管理費 注１,注２ 2,203 注１,注２ 2,333

営業費合計 19,218 15,966

営業利益又は営業損失（△） △59 1,170

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 81 86

持分法による投資利益 1 1

雇用調整助成金 122 94

雑収入 147 121

営業外収益合計 354 304

営業外費用   

支払利息 125 121

雑支出 55 30

営業外費用合計 181 151

経常利益 113 1,323

特別利益   

補助金収入 － 158

休業等協力金 － 60

雇用調整助成金 注３ 29 注３ 15

投資有価証券売却益 － 3

工事負担金等受入額 100 －

特別利益合計 129 238

特別損失   

補助金圧縮額 － 158

臨時休業等損失 注４ 94 注４ 66

固定資産除却損 12 13

固定資産売却損 － 0

工事負担金等圧縮額 100 －

投資有価証券評価損 33 －

特別損失合計 240 237

税金等調整前四半期純利益 2 1,324

法人税、住民税及び事業税 56 209

法人税等調整額 △34 73

法人税等合計 21 283

四半期純利益又は四半期純損失（△） △19 1,040

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △51 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 32 1,040
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △19 1,040

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 302 △16

退職給付に係る調整額 △30 △45

その他の包括利益合計 272 △62

四半期包括利益 253 978

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 296 978

非支配株主に係る四半期包括利益 △43 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2 1,324

減価償却費 1,969 2,006

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △18 △28

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 38 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △44 △10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △46 △4

商品券等使用引当金の増減額（△は減少） 13 -

持分法による投資損益（△は益） △1 △1

受取利息及び受取配当金 △82 △87

支払利息 125 121

投資有価証券評価損益（△は益） 33 -

雇用調整助成金 △151 △110

補助金収入 - △158

有形固定資産除却損 107 36

売上債権の増減額（△は増加） 15 216

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,839 704

仕入債務の増減額（△は減少） △188 △531

その他の流動資産の増減額（△は増加） △29 53

その他の流動負債の増減額（△は減少） 150 681

その他の固定負債の増減額（△は減少） △188 △161

建設仮勘定の営業費振替額 104 15

未払消費税等の増減額（△は減少） △274 278

その他 110 228

小計 △195 4,573

利息及び配当金の受取額 82 87

利息の支払額 △127 △122

助成金の受取額 145 158

法人税等の支払額及び還付額（△は支払） △845 387

営業活動によるキャッシュ・フロー △939 5,084

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △0 △0

定期預金の払戻による収入 50 -

有形固定資産の取得による支出 △1,791 △5,160

有形固定資産の売却による収入 0 5

投資有価証券の取得による支出 △4 △53

長期前払費用の増減額（△は増加） △0 △136

その他の投資その他の資産の取得による支出 △19 △46

その他の投資その他の資産の減少による収入 6 4

長期前受工事負担金等受入による収入 289 514

補助金の受取額 - 158

その他 △8 △271

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,478 △4,985

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 887 △900

長期借入れによる収入 1,500 2,000

長期借入金の返済による支出 △2,446 △2,411

配当金の支払額 △333 △333

その他 △33 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △426 △1,662

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,844 △1,563

現金及び現金同等物の期首残高 8,988 5,957

現金及び現金同等物の四半期末残高 注 6,144 注 4,393
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによ

り、鉄道業における定期券の収益計上時期を月割りの発売日基準だったものから、日割りの有効開始日基準に変

更しております。また、流通業における代理人取引と判断される一部の取引について、その営業収益の計上額

を、これまで取引総額であったものから、純額へと変更しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の営業収益は4,175百万円、運輸業等営業費及び売上原価は4,162百万

円、それぞれ減少しております。営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であり

ます。また、利益剰余金の当期首残高は56百万円減少しております。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間の期首より、「受取手形、売掛金及び契約資産」に含め

て表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結

会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結

累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来に渡って適用することといたしました。

　なお、これによる当第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表への影響はありません。
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（四半期連結損益計算書関係）

(注１)販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
　　至 2020年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
　　至 2021年９月30日）

人件費 1,220百万円 1,126百万円

経費 779 1,004

諸税 73 71

減価償却費 131 130

計 2,203 2,333

 

(注２)引当金繰入額等のうち主要なものは、次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

賞与引当金繰入額 547百万円 487百万円

退職給付費用 137 109

 

（注３）雇用調整助成金の内容

　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言を踏まえた当社グループの山陽百貨店における臨時休業期間

中の人件費に対するものであります。

 

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言を踏まえた当社グループの山陽百貨店における臨時休業期間

中の人件費に対するものであります。

 

（注４）臨時休業等損失の内容

　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言を踏まえた当社グループの山陽百貨店における臨時休業期間

中の固定費（人件費・減価償却費など）であります。

 

　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　新型コロナウイルス感染症拡大に伴う緊急事態宣言を踏まえた当社グループの山陽百貨店における臨時休業期間

中の固定費（人件費・減価償却費など）であります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

(注)現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年９月30日）

現金及び預金勘定 6,222百万円 4,472百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △78 △78

現金及び現金同等物 6,144 4,393
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年９月30日）

　１．　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月24日

定時株主総会
普通株式 333 15.0 2020年３月31日 2020年６月25日 利益剰余金

 

 　　　 　２．　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

　　　　　　　無配のため、該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

　１．　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年6月18日

定時株主総会
普通株式 333 15.0 2021年3月31日 2021年6月21日 利益剰余金

 

 　　　 　２．　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月12日

取締役会
普通株式 333 15.0 2021年9月30日 2021年12月3日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自2020年４月１日　至2020年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業

その他の
事業

計

営業収益         

(1）外部顧客に対する

営業収益
7,293 7,639 2,654 890 680 19,159 － 19,159

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高
177 27 180 20 837 1,243 △1,243 －

計 7,471 7,667 2,834 910 1,518 20,402 △1,243 19,159

セグメント利益又は

損失（△）
△1,186 △78 1,099 38 42 △84 25 △59

　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去25百万円であります。

　　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自2021年４月１日　至2021年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額
（注１）

四半期連結

損益計算書

計上額

（注２）
 運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業

その他の
事業

計

営業収益         

(1）外部顧客に対する

営業収益
7,844 3,942 3,700 984 664 17,136 － 17,136

(2）セグメント間の内部営業

収益又は振替高
164 22 243 21 882 1,334 △1,334 －

計 8,008 3,964 3,944 1,005 1,547 18,470 △1,334 17,136

セグメント利益又は

損失（△）
△428 △27 1,475 72 82 1,174 △4 1,170

　　　（注）１．セグメント利益又は損失の調整額は、セグメント間取引消去△４百万円であります。

　　　　　　２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２.報告セグメントの変更等に関する事項

　会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から、「収益認識に関する会計基準」（企

業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグ

メントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の運輸業の営業収益は12百万円減少、流

通業の営業収益は4,162百万円減少しております。セグメント利益への影響は軽微であります。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

     （単位：百万円）
 

 

報告セグメント

計
運輸業 流通業 不動産業

レジャー・

サービス業
その他の事業

鉄道事業 5,414 － － － － 5,414

バス事業 1,650 － － － － 1,650

百貨店業 － 3,275 － － － 3,275

不動産分譲業 － － 1,939 － － 1,939

飲食業 － － － 741 － 741

その他 427 666 － 242 664 2,001

顧客との契約から

生じる収益
7,492 3,942 1,939 984 664 15,023

その他の収益 351 － 1,761 － － 2,112

計 7,844 3,942 3,700 984 664 17,136

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

１株当たり四半期純利益 1円44銭 46円85銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
32 1,040

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（百万円）
32 1,040

普通株式の期中平均株式数（千株） 22,221 22,220

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　2021年11月12日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

１.中間配当による配当金の総額：333百万円

２.１株当たりの金額：15円

３.支払請求の効力発生日及び支払開始日：2021年12月３日

（注）2021年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年11月11日

山陽電気鉄道株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 梅原　隆

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 和田林　一毅

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山陽電気鉄道

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日

から2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結

キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山陽電気鉄道株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

強調事項

　注記事項（会計方針の変更）に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計

基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 

EDINET提出書類

山陽電気鉄道株式会社(E04125)

四半期報告書

21/22



四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される

年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期

連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな

い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

 

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務諸

表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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